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役　員　報　酬 役　員 退職慰労金 
役員 
賞与 

























































































86 87 88 89 90 91 92
年　度 




































































































































































































































































































当期利益 当期利益 役員賞与 役員賞与 一株当たり配当 一株当たり配当
（平均） （メディアン） （平均） （メディアン） （平均） （メディアン）
1 －5.80 －3.58 00.48 00.00 02.0 00.0
2 －0.05 －0.14 03.93 00.00 03.7 04.0
3 －0.57 －0.57 12.10 10.29 05.5 05.0
4 －0.93 －0.42 16.27 14.35 06.4 06.0
5 －1.31 －1.31 19.25 16.67 07.3 06.5
6 －1.74 －1.73 21.68 18.97 07.7 07.0
7 －2.27 －2.26 23.50 20.22 08.6 07.5
8 －2.92 －2.91 24.83 22.10 09.3 08.0
9 －3.85 －3.81 25.99 23.52 10.6 09.0
10 －6.62 －5.64 27.27 24.26 13.3 10.0
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90年度 91年度 92年度 93年度 94年度 95年度 96年度 97年度 98年度 99年度
調査対象会社数 1,643 1,676 1,708 1,750 1,822 1,864 1,927 1,968 1,993 2,018
役員退職慰労金 1,255 1,047 1,375 1,195 1,442 1,200 1,652 1,649 1,587 1,542
贈呈議案数 76.4％ 62.5％ 80.5％ 68.3％ 79.1％ 64.4％ 85.7％ 83.8％ 79.6％ 76.4％
弔慰金贈呈 0,131 0,163 0,171 0,140 0,150 0,146 0,151 0,125 0,121 0,110
議案数






















































































日本興業銀行 13 ○ 最大25％をメドに減額
第一勧業銀行 09 ○ 最大25％，平均20％減額
さくら銀行 32 ○ 最大で30％減額
東京三菱銀行 11 ─ 減額せず
富士銀行 12 ○ 最大で25％減額
住友銀行 24 ○ 減額
大和銀行 04 ○ 1030％の減額
三和銀行 27 ○ 最大で50％減額
東海銀行 05 ○ 規定を見直して減額































































































































～１年 ～２年 ～３年 ～４年 ～５年 ～６年 ～７年 ～８年 ～９年 ～10年
自己株式方式■ 0 13 35 80 49 30 7 1 10 3 228
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主
　
な
　
実
　
証
　
結
　
果
「
従
業
員
の
雇
用
と
生
活
を
守
る
」
と
い
う
変
数
が
プ
ラ
ス
で
有
意
。
「
配
当
率
を
上
げ
る
」
と
い
う
質
的
変
数
は
有
意
と
な
っ
て
い
な
い
。
「
株
価
上
昇
」
と
い
う
質
的
変
数
は
プ
ラ
ス
に
有
意
。
役
職
の
ラ
ン
ク
が
高
く
な
れ
ば
な
る
ほ
ど
報
酬
は
高
く
な
っ
て
い
く
。
企
業
規
模
ダ
ミ
ー
も
有
意
。
19
89
・
19
91
・
19
93
年
度
に
お
い
て
，
報
酬
総
額
は
企
業
規
模
が
大
き
い
ほ
ど
確
実
に
増
加
す
る
。
19
89
年
度
で
は
，
利
益
率
は
企
業
規
模
と
も
に
規
則
的
に
上
昇
し
て
い
る
が
，
19
91
・
19
93
年
度
で
は
そ
の
規
則
性
が
弱
ま
っ
て
い
る
。
景
気
動
向
の
状
況
を
反
映
し
て
報
酬
額
が
決
定
さ
れ
る
。
個
別
企
業
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
（
R
O
A
，
⊿
R
O
A
，
売
上
成
長
率
）
は
統
計
的
に
有
意
に
プ
ラ
ス
。
産
業
平
均
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
も
統
計
的
に
有
意
に
プ
ラ
ス
に
な
っ
て
お
り
，
経
営
者
報
酬
に
関
し
て
相
対
業
績
評
価
が
行
わ
れ
て
い
る
可
能
性
は
低
い
。
役
員
一
人
当
た
り
付
加
価
値
が
最
も
高
い
説
明
力
を
も
つ
，
企
業
規
模
と
の
関
係
は
弱
い
，
従
業
員
一
人
当
た
り
賃
金
と
株
価
収
益
率
は
正
で
有
意
。
会
計
ベ
ー
ス
の
尺
度
と
の
関
係
は
弱
い
。
一
株
当
た
り
配
当
が
３
円
未
満
の
場
合
，
役
員
賞
与
は
確
実
に
カ
ッ
ト
さ
れ
る
。
役
員
賞
与
は
会
計
利
益
よ
り
も
配
当
に
強
く
依
存
。
配
当
増
配
に
対
す
る
役
員
賞
与
の
効
果
は
，
内
部
留
保
増
の
効
果
よ
り
も
８
倍
大
き
い
。
一
株
あ
た
り
５
円
以
上
の
配
当
あ
る
い
は
配
当
よ
り
も
大
き
い
純
利
益
を
あ
げ
る
こ
と
が
役
員
賞
与
支
給
の
必
要
条
件
と
な
っ
て
い
る
。
役
員
賞
与
は
経
営
者
に
配
当
を
支
払
わ
せ
る
制
度
で
あ
る
。
従
業
員
一
人
当
た
り
利
益
と
役
員
に
対
す
る
男
子
従
業
員
の
比
率
は
正
に
有
意
。
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
尺
度
等
（
説
明
変
数
）
勤
続
年
数
，
外
部
経
験
年
数
，
企
業
規
模
ダ
ミ
ー
，
非
大
卒
ダ
ミ
ー
，
産
業
ダ
ミ
ー
，
役
職
ダ
ミ
ー
，
役
員
の
努
力
水
準
，
役
員
の
使
命
売
上
高
営
業
利
益
率
R
O
A
，
⊿
R
O
A
，
売
上
成
長
率
，
産
業
平
均
R
O
A
，
産
業
平
均
⊿
R
O
A
，
産
業
平
均
売
上
成
長
率
役
員
一
人
当
た
り
付
加
価
値
，
自
己
資
本
経
常
利
益
率
，
自
己
資
本
当
期
利
益
率
，
株
価
収
益
率
，
役
員
一
人
当
た
り
売
上
高
，
従
業
員
一
人
当
た
り
賃
金
，
役
員
平
均
年
齢
，
役
員
平
均
在
職
年
数
，
兼
任
役
員
比
率
配
当
総
額
／（
資
本
金
＋
資
本
準
備
金
），
内
部
留
保
総
額
／（
資
本
金
＋
資
本
準
備
金
）
一
株
当
た
り
年
間
配
当
額
５
円
未
満
ダ
ミ
ー
，
一
株
当
た
り
年
間
配
当
額
，
一
株
当
た
り
年
間
内
部
留
保
，
lo
g
（
従
業
員
／
常
務
以
上
役
員
），
一
人
当
た
り
役
員
報
酬
業
績
悪
化
ダ
ミ
ー
，
一
株
当
た
り
年
間
配
当
額
，
一
株
当
た
り
年
間
留
保
利
益
，
男
子
従
業
員
一
人
当
た
り
税
引
前
利
益
，
役
員
に
対
す
る
男
子
従
業
員
数
報
酬
尺
度
（
従
属
変
数
）
lo
g（
役
員
報
酬
）
役
員
一
人
当
た
り
役
員
報
酬
，
役
員
一
人
当
た
り
役
員
賞
与
，
役
員
一
人
当
た
り
役
員
報
酬
と
役
員
賞
与 ln
（
⊿
役
員
報
酬
＋
役
員
賞
与
）
役
員
報
酬
／
役
員
数
，
役
員
賞
与
／
役
員
数
（
役
員
報
酬
＋
役
員
賞
与
）／
役
員
数
役
員
賞
与
の
付
与
の
有
無
，
役
員
賞
与
／（
資
本
金
＋
資
本
準
備
金
）
役
員
賞
与
の
付
与
の
有
無
，
役
員
賞
与
／
役
員
報
酬
役
員
賞
与
の
付
与
の
有
無
，
一
人
当
た
り
役
員
賞
与
サ
ン
プ
ル
エ
グ
ゼ
ク
テ
ィ
ヴ
研
究
会
「
エ
グ
ゼ
ク
テ
ィ
ヴ
調
査
」
の
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
，
有
効
回
答
数
は
2,
24
6
名
大
蔵
省
の
「
法
人
企
業
統
計
」
19
89
年
度
（
平
成
元
年
），
19
91
年
度
（
平
成
３
年
），
19
93
年
度
（
平
成
５
年
）
電
気
機
器
，
自
動
車
，
自
動
車
部
品
，
鉄
鋼
の
各
産
業
に
属
す
る
東
証
一
部
上
場
会
社
（
91
社
），
19
76
年
度
か
ら
19
94
年
度
19
91
年
７
月
時
点
で
８
証
券
取
引
所
に
上
場
す
る
企
業
。
鉱
業
，
建
設
業
，
製
造
業
，
卸
売
，
小
売
，
不
動
産
，
サ
ー
ビ
ス
業
に
属
す
る
企
業
。
サ
ン
プ
ル
数
は
1,
63
6
社
19
97
年
日
経
22
5
社
製
造
業
の
1
4
7
社
，
1
9
8
0
年
か
ら
19
93
年
度
19
97
年
日
経
22
5
に
含
ま
れ
る
製
造
業
14
7
社
，
19
87
年
度
か
ら
19
93
年
度
19
83
年
か
ら
19
91
年
に
東
京
証
券
取
引
所
に
上
場
す
る
機
械
・
電
気
機
器
産
業
に
属
す
る
82
社
研
　
究
野
田
（
19
95
）
岩
崎
（
19
96
）
乙
政
（
19
96
）
泉
田
（
19
97
）
胥 （
19
97
a）
胥 （
19
97
b）
X
u
（
19
97
）
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ア
メ
リ
カ
企
業
と
は
異
な
り
，
日
本
企
業
で
は
株
式
リ
タ
ー
ン
も
R
O
E
も
経
営
者
報
酬
と
強
い
関
連
性
を
も
た
な
い
。
企
業
規
模
と
在
職
年
数
は
経
営
者
報
酬
と
プ
ラ
ス
に
関
係
し
て
い
る
。
入
社
ま
で
の
年
数
と
社
長
昇
進
ま
で
の
年
数
が
長
い
ほ
ど
経
営
者
報
酬
は
低
く
な
る
。
経
常
利
益
の
対
前
年
度
比
は
1
0
％
水
準
で
プ
ラ
ス
に
有
意
。
⊿
R
O
A
と
売
上
成
長
率
は
１
％
水
準
で
統
計
的
に
プ
ラ
ス
に
有
意
。
そ
れ
以
外
の
変
数
は
統
計
的
に
有
意
で
は
な
い
。
役
員
報
酬
の
上
限
改
定
は
企
業
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
と
関
連
し
て
い
る
。
R
O
E
は
１
％
水
準
で
有
意
，
⊿
R
O
E
は
５
％
水
準
で
有
意
。
売
上
高
前
年
度
比
と
正
に
有
意
。
⊿
R
O
A
と
⊿
R
E
T
は
プ
ラ
ス
に
有
意
。
⊿
産
業
平
均
R
O
A
は
プ
ラ
ス
に
有
意
。
⊿
産
業
平
均
R
O
A
と
成
長
率
の
積
は
マ
イ
ナ
ス
で
有
意
。
経
営
者
報
酬
に
対
す
る
⊿
産
業
平
均
R
O
A
の
プ
ラ
ス
の
影
響
は
急
成
長
産
業
に
お
い
て
減
少
す
る
。
負
債
比
率
が
高
く
な
る
ほ
ど
，
資
産
代
替
問
題
を
回
避
す
る
た
め
に
，
経
営
者
報
酬
と
株
主
利
益
の
感
応
度
は
低
く
な
る
。
メ
イ
ン
バ
ン
ク
関
係
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
強
い
ほ
ど
，
資
産
代
替
問
題
を
防
止
す
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
に
，
経
営
者
報
酬
と
株
主
利
益
の
関
係
は
強
く
な
る
。
成
長
機
会
が
豊
富
な
企
業
ほ
ど
，
経
営
者
報
酬
と
株
主
利
益
の
関
係
は
強
く
な
る
。
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
尺
度
等
（
説
明
変
数
）
株
式
リ
タ
ー
ン
，
R
O
E
，
lo
g
（
従
業
員
数
），
卒
業
後
に
企
業
に
入
社
す
る
ま
で
の
年
数
，
社
長
に
な
る
ま
で
の
年
数
，
社
長
の
在
職
年
数
，
大
卒
で
あ
る
か
否
か
の
ダ
ミ
ー
変
数
，
東
京
大
学
卒
業
か
否
か
の
ダ
ミ
ー
変
数
経
常
利
益
の
対
前
年
度
比
，
⊿
R
O
A
，
売
上
成
長
率
，
裁
量
的
発
生
高
，
従
業
員
一
人
当
た
り
賃
金
の
対
前
年
度
比
，
役
員
持
株
比
率
売
上
高
前
年
度
比
，
自
己
資
本
税
引
後
利
益
率
（
R
O
E
），
⊿
R
O
E
，
役
員
賞
与
の
前
年
度
比
⊿
総
資
産
利
益
率
（
R
O
A
），
⊿
産
業
平
均
R
O
A
，⊿
株
式
リ
タ
ー
ン（
R
E
T
），
⊿
産
業
平
均
R
E
T
，
産
業
成
長
率
，
ハ
ー
フ
ィ
ン
ダ
ー
ル
指
数
当
期
純
利
益
，
当
期
純
利
益
×
負
債
比
率
，
当
期
純
利
益
×
メ
イ
ン
バ
ン
ク
関
係
，
当
期
純
利
益
×
投
資
機
会
，
赤
字
ダ
ミ
ー
，
年
次
ダ
ミ
ー
報
酬
尺
度
（
従
属
変
数
）
lo
g
（
所
得
税
か
ら
換
算
さ
れ
た
経
営
者
報
酬
）
ロ
ジ
ッ
ト
回
帰
分
析
（
役
員
報
酬
の
改
定
を
行
っ
た
企
業
に
は
１
，
役
員
報
酬
の
改
定
を
行
っ
て
い
な
い
企
業
に
は
０
が
割
り
当
て
ら
れ
る
）
一
人
当
た
り
役
員
賞
与
⊿
（
役
員
報
酬
＋
役
員
賞
与
）
役
員
賞
与
サ
ン
プ
ル
日
本
企
業
59
9
社
，
ア
メ
リ
カ
企
業
50
6
社
，
19
85
年
役
員
報
酬
の
改
定
を
行
っ
た
16
1
社
と
役
員
報
酬
の
改
定
を
行
っ
て
い
な
い
16
1
社
19
91
年
度
か
ら
19
93
年
度
商
事
法
務
／
資
料
版
N
o.
1
6
0
・
1
6
7
・
1
7
2
・
1
7
7
（
9
7
年
度
・
9
8
年
度
３
月
期
），
東
証
一
部
上
場
の
製
造
業
93
5
社
製
造
業
に
属
す
る
79
6
社
，
19
68
年
度
か
ら
19
92
年
度
『
企
業
経
営
の
分
析
』
お
よ
び
『
系
列
の
研
究
』
か
ら
19
4
社
，
19
80
年
度
1
99
2
年
度
研
　
究
K
at
o
（
19
97
）
乙
政
（
19
98
）
星
野
（
19
99
）
Jo
h
（
19
99
）
内
田
（
20
00
）
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